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1. 平成27年3月期第2四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第2四半期 41,953 7.7 △1,503 ― △1,555 ― △1,011 ―
26年3月期第2四半期 38,962 ― △561 ― △421 ― △263 ―

（注）包括利益 27年3月期第2四半期 △1,302百万円 （―％） 26年3月期第2四半期 △104百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第2四半期 △62.37 ―
26年3月期第2四半期 △16.22 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

27年3月期第2四半期 103,943 49,164 43.2
26年3月期 107,355 51,884 44.1
（参考）自己資本 27年3月期第2四半期 44,946百万円 26年3月期 47,370百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無 
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 25.00 ― 25.00 50.00
27年3月期 ― 25.00
27年3月期（予想） ― 25.00 50.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 116,000 30.6 1,400 42.0 1,400 7.9 1,300 116.3 80.14



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．３「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動」をご覧ください。 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表に対
する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報  （３）連結業績予想などの将来予測情報に
関する説明」をご覧下さい。 
 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 2社 （社名）
株式会社高岳製作所、東光電気株式
会社

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期2Q 16,276,305 株 26年3月期 16,276,305 株
② 期末自己株式数 27年3月期2Q 53,780 株 26年3月期 53,316 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期2Q 16,222,769 株 26年3月期2Q 16,225,046 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当社は、平成 26 年 4 月 1 日に、当社を存続会社として子会社の株式会社高岳製作所及

び東光電気株式会社を吸収合併し、商号を株式会社東光高岳ホールディングスから株式

会社東光高岳に変更いたしました。 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込

み需要の反動により個人消費等の一部に弱さがみられるものの、企業収益の改善により

設備投資が増加傾向にある等、基調的には緩やかな回復を続けました。一方で、当社グ

ループの最大の顧客である電力業界においては、引き続き徹底的な経営効率化のもと、

設備投資及び修繕費が抑制されております。 

このような厳しい経営環境のもと、当第２四半期連結累計期間は、当社グループ一丸

となって売上の拡大及び原価低減、経費削減に取り組み、経営効率化に努めました。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は前年第３四半

期末に日本リライアンス株式会社及び株式会社ＲＡＳが新たに連結の範囲に加わったこ

とにより 41,953 百万円（前年同期比 7.7％増）となりましたが、電力業界における市場

競争激化の影響により営業損失は 1,503 百万円（前年同期は営業損失 561 百万円）、経

常損失は 1,555 百万円（前年同期は経常損失 421 百万円）、四半期純損失は 1,011 百万

円（前年同期は四半期純損失 263 百万円）となりました。 

また、本合併に伴い、報告セグメントの区分を従来の「電力機器事業」、「計器事

業」、「情報・エレクトロニクス装置事業」、「不動産・工事事業」から、「電力機器

事業」、「計器事業」、「エネルギーソリューション事業」、「情報・光応用検査機器

事業」の区分へと変更しております。 

なお、変更後の区分方法により作成した前２四半期連結累計期間のセグメント情報に

つきましては、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費の金額を遡って正確に抽出す

ることが実務上困難であるため開示を行っておりません。 

電力機器事業は、主に電力機器の製造販売及び据付工事を行っており、売上高 23,100

百万円、セグメント利益 1,031 百万円となりました。 

計器事業は、主に各種計器の製造販売、電力量計器修理、計器失効替工事の請負等を

行っており、売上高 13,826 百万円、セグメント利益 34 百万円となりました。 

エネルギーソリューション事業は、主にエネルギー計測・制御機器、電気自動車用急

速充電器、産業機械用駆動装置等の製造販売を行っており、売上高 3,443 百万円、セグ

メント損失 388 百万円となりました。 

情報・光応用検査機器事業は、主に三次元検査装置、シンクライアントシステム、組

込みソフトウェア等の製造販売を行っており、売上高 971 百万円、セグメント損失 259

百万円となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 3,411 百万円減少し、

103,943 百万円となりました。これは主に現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少による

ものです。 

負債は、前連結会計年度末に比べ 692 百万円減少し、54,778 百万円となりました。これ

は主に借入金が減少したことによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ 2,719 百万円減少し、49,164 百万円となりました。

これは主に四半期純損失の計上、退職給付会計基準等の変更、配当金の支払により利益剰

余金が減少したことによるものです。 
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

連結業績予想につきましては、平成 26 年 10 月１日をもって東京計器工業株式会社から

失効替工事関連事業を譲り受けたことによる影響及び第３四半期以降の業績の見直しを行

った結果、平成 26 年４月 25 日に公表いたしました連結業績予想を以下のとおり修正いた

します。 

 

平成 27 年３月期通期連結業績予想数値の修正(平成 26 年４月１日～平成 27 年３月 31 日) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり

当期純利益

前回発表予想（A）  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

(平成 26 年４月 25 日発表)  106,000 1,200  1,200  1,100  67.81

今回修正予想（B） 116,000 1,400 1,400 1,300 80.14

増減額（B-A） 10,000 200 200 200 ―

増減率（％） 9.4 16.7 16.7 18.2 ―

前期実績 

（平成 26 年３月期） 
88,790 986 1,297 601 37.05

 

 

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

当社は、平成 26 年４月１日、当社を存続会社として、当社の連結子会社であった株式会

社高岳製作所及び東光電気株式会社を消滅会社とする吸収合併を行いました。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退

職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 25 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職

給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職

給付見込額の期間帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法

を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期

間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更い

たしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱

いに従って、当第２四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が 1,565 百万円増加

し、利益剰余金が 1,007 百万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の損

益に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,276 11,193

受取手形及び売掛金 21,585 17,684

商品及び製品 2,667 3,230

仕掛品 10,018 13,775

原材料及び貯蔵品 5,114 6,029

繰延税金資産 1,321 1,681

その他 993 1,191

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 57,972 54,784

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 34,192 35,919

減価償却累計額 △22,381 △22,658

建物及び構築物（純額） 11,810 13,261

機械装置及び運搬具 19,788 19,099

減価償却累計額 △17,326 △16,606

機械装置及び運搬具（純額） 2,462 2,492

工具、器具及び備品 10,789 11,248

減価償却累計額 △9,849 △10,054

工具、器具及び備品（純額） 939 1,194

土地 24,250 24,591

リース資産 72 70

減価償却累計額 △49 △49

リース資産（純額） 23 20

建設仮勘定 1,550 765

有形固定資産合計 41,037 42,324

無形固定資産

のれん 279 240

リース資産 6 5

その他 2,198 2,285

無形固定資産合計 2,485 2,531

投資その他の資産

投資有価証券 2,068 2,144

繰延税金資産 2,576 1,087

その他 1,231 1,087

貸倒引当金 △16 △15

投資その他の資産合計 5,860 4,303

固定資産合計 49,382 49,159

資産合計 107,355 103,943

決算短信 （宝印刷）  2014年10月29日 16時35分 1ページ （Tess 1.40 20131220_01）

(株)東光高岳(6617)　平成27年３月期　第２四半期決算短信

4



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,020 16,880

短期借入金 8,178 8,218

リース債務 12 10

未払法人税等 404 150

賞与引当金 866 1,539

工事損失引当金 172 99

事業構造改革引当金 147 52

厚生年金基金脱退損失引当金 244 244

製品保証引当金 153 149

その他 6,212 5,018

流動負債合計 31,413 32,365

固定負債

長期借入金 3,079 2,029

リース債務 18 16

繰延税金負債 5,056 3,018

修繕引当金 937 996

役員退職慰労引当金 155 168

環境対策引当金 251 251

退職給付に係る負債 13,634 15,030

その他 923 902

固定負債合計 24,057 22,413

負債合計 55,471 54,778

純資産の部

株主資本

資本金 8,000 8,000

資本剰余金 7,408 7,408

利益剰余金 30,912 28,484

自己株式 △67 △68

株主資本合計 46,252 43,823

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 406 454

繰延ヘッジ損益 △22 △11

為替換算調整勘定 135 108

退職給付に係る調整累計額 597 573

その他の包括利益累計額合計 1,117 1,123

少数株主持分 4,514 4,217

純資産合計 51,884 49,164

負債純資産合計 107,355 103,943
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 38,962 41,953

売上原価 32,178 35,753

売上総利益 6,784 6,200

販売費及び一般管理費 7,346 7,703

営業損失（△） △561 △1,503

営業外収益

受取利息 6 7

受取配当金 20 27

為替差益 39 6

設備賃貸料 128 122

電力販売収益 41 48

その他 24 36

営業外収益合計 261 249

営業外費用

支払利息 50 53

電力販売費用 23 24

合併関連費用 － 138

その他 47 85

営業外費用合計 121 302

経常損失（△） △421 △1,555

特別利益

固定資産売却益 － 47

投資有価証券売却益 3 －

特別利益合計 3 47

特別損失

固定資産廃棄損 53 19

固定資産売却損 0 27

事務所移転費用 14 15

事業整理損 － 33

投資有価証券評価損 － 1

特別損失合計 67 97

税金等調整前四半期純損失（△） △485 △1,605

法人税、住民税及び事業税 112 70

法人税等調整額 △240 △377

法人税等合計 △127 △307

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △357 △1,298

少数株主損失（△） △94 △286

四半期純損失（△） △263 △1,011

決算短信 （宝印刷）  2014年10月29日 16時35分 3ページ （Tess 1.40 20131220_01）

(株)東光高岳(6617)　平成27年３月期　第２四半期決算短信

6



四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △357 △1,298

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 161 47

繰延ヘッジ損益 △6 10

為替換算調整勘定 98 △36

退職給付に係る調整額 － △24

その他の包括利益合計 253 △3

四半期包括利益 △104 △1,302

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △35 △1,005

少数株主に係る四半期包括利益 △69 △296
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

当社は、平成 26 年８月 22 日付で東京計器工業株式会社と同社の失効替工事並び

にこれに付帯又は関連する一切の工事及び作業（以下「失効替工事等」という）に

係る事業を譲り受ける事業譲渡契約書を締結し、平成 26 年 10 月 1 日をもって当該

事業を譲り受けております。 

１．事業譲受の概要 

① 相手企業の名称及び取得した事業の内容 

名        称  東京計器工業株式会社 

取得した事業の内容  電力量計の失効替工事等 

② 事業譲受を行った主な理由 

失効替工事等については、現在、当社と東京計器工業株式会社の２社が東

京電力株式会社より受託しておりますが、事業譲受けによりスケールメリッ

トを活かした事業の効率化が期待できることから、事業を譲り受けることと

したものであります。 

③ 企業結合日 

平成 26 年 10 月１日 

④ 企業結合の法的形式 

現金を対価とする事業譲受 

 

２．取得した事業の取得原価及びその内訳 

 

 

 

３．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

現時点では確定しておりません。 

取得の対価 現金及び預金 213 百万円 

取得に直接要した費用 現時点では確定しておりません。 
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